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平成２７年の死亡労働災害は過去最少

～死傷者数は平成２６年より増加～
徳島労働局（局長 飯野弘仁）は、平成２７年の労働災害（休業４日以上の死傷災害）

の発生状況について、取りまとめましたので公表します。

【概要】

１ 死亡災害発生状況

（１）死亡者数は前年に比べ８人減少し、３人となり、記録のある昭和２３年以降過

去最少となった。

２ 死傷災害発生状況

（１）休業４日以上の死傷者数は前年に比べ３９人（５．１％）増加し、８０７人と

なった。

（２）業種別では、「第三次産業」が２９７人と最も多かった（５人減少、前年比１．

７％減）が、増加率では、「道路貨物運送業」が前年比３５．８％増加（２４人

増加し９１人）、製造業が前年比１３．１％増加（２３人増加し１９９人）と高

くなっている。

（３）事故の型別では、「転倒災害」が最も多く、前年と比べ７人増加の１５８人と

なり、全体の約２割を占めている。

【労働災害防止のための取組】

１「徳島第１２次労働災害防止推進計画」（平成２５年度～平成２９年度）に基づき、

製造業、建設業、林業、第三次産業、道路貨物運送業を重点業種として各種の施策

や取組を推進する。

２ 業種横断的な重点対策

（１）死傷災害の中で、最も多く発生している「転倒」災害の減少に向け「ＳＴＯＰ！

転倒災害プロジェクト」を推進する。

（２）「交通労働災害防止のためのガイドライン」に基づく対策の実施について、周

知する。

厚生労働省
徳島労働局 Press Release



㊟

2749

2395

2318

2226

2171

2151

2065

2021

2037

1900

1835

1738

1550

1496

1479

1334

1274

1198

1163

1108

1033

900

1032

957

907

929

809

822

757

834

826

768

807

20

17

16

17

19

23

20

22

14

26

17

23

24

24

23

26

18

20

14

18

14

12

15

12

11

7

8

11

8

10

9

11

3

5

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

0 500 1000 1500 2000 2500 3000 3500 4000 4500

昭和58年

昭和59年

昭和60年

昭和61年

昭和62年

昭和63年

平成元年

平成２年

平成３年

平成４年

平成５年

平成６年

平成７年

平成８年

平成９年

平成10年

平成11年

平成12年

平成13年

平成14年

平成15年

平成16年

平成17年

平成18年

平成19年

平成20年

平成21年

平成22年

平成23年

平成24年

平成25年

平成26年

平成27年

平成28年

平成29年

死亡

死傷病

(休業4日以上)

89人

11,859人

105人

10,174人

111人
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96人

6,077人

64人

4,829人

44人

4,151人

大鳴門橋開通

徳島県における労働災害の推移
＝ 第6次労働災害防止計画～第12次労働災害防止計画 ＝

交通事故重大災害２

件

（死亡１・傷６）

阪神淡路大震災

地山工事で重大災害
（死亡１・傷３）

土砂崩壊災害（死亡２・傷１）

下水道酸欠事故（死亡１）

エックスハイウエイ開通

労働災害防止緊急対策（平成元年２月）

緊急労働災害防止対策会議（平成４年４月６日）

第1回「ゼロ災害とくしま９０日戦略無災害運動」
(平成４年１０月～１２月）

第２回「ゼロ災害とくしま90日戦略無災害運動」

（平成５年１０月～１２月）

緊急労働災害防止対策（平成６年１０月～７年３月）
「とくしま産業安全の日《毎月１０日》」の制定

建設業緊急労働災害防止対策（平成７年１０月）

緊急死亡労働災害防止対策（平成１０年１１月～１２月）

食品加工用機械・食品包装機械労働災害防止対策(平成１２年１２月）

大規模製造業安全管理対策緊急要請(平成１６年６月２５日)

労働災害防止強化月間(平成１６年７月)

「建設業死亡労働災害撲滅宣言」(平成１６年９月１６日）

建設業死亡労働災害撲滅緊急対策（平成１６年９月１６日～１２月３１日)

「６ヵ月無災害運動」（平成１７年１２月１日～平成１６年５月３１日）

「６ヵ月無災害運動」（平成１８年１２月１日～平成１９年５月３１日）

「０災とくしま」年末・年始総点検運動

27人

2,401人

死傷病数について

第6次～第8次労働災害防止計画期間は、

労災保険給付データによる統計であるが、

第9次労働災害防止計画期間以降の数は、

労働者死傷病報告による統計である。

運動（平成２１年１２月１日～平成２４年３月３１日）
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リスクアセスメント普及促進県下一斉安全点検運動（平成２２年１２月）、
林業緊急労働災害防止対策（平成２２年１２月）

労働災害防止緊急対策（平成２４年６月）

労働災害防止に係る要請（平成２５年９月）

死亡労働災害多発警報発令（平成２６年４月）

四国ブロック統一ロゴマーク

徳島労働局・労働基準監督署

四国ブロック統一ロゴマークの取組（平成28年1月）
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第11次
防

平成
24年

平成
25年

平成
26年

平成
27年

平成
28年

平成
29年

目標値
平成29

前年
同期

平成
27年

対前年
比

食 料 品 製 造 業 51 65 51 52 43 51 52 2.0%

木 材 木 製 品 製 造 業 25 35 20 21 21 20 21 5.0%

家 具 装 備 品 製 造 業 23 19 17 20 20 17 20 17.6%

紙、印刷製本製造業 11 8 8 8 9 8 8 0.0%

化 学 工 業 21 16 14 26 18 14 26 85.7%

窯業土石製品製造業 6 10 8 16 5 8 16 100.0%

金 属 製 品 製 造 業 17 23 17 14 14 17 14 -17.6%

一般機械器具製造業 11 12 13 13 9 13 13 0.0%

輸 送 用 機 械 製 造 業 8 14 5 10 7 5 10 100.0%

上 記 以 外 の 製 造 業 24 15 23 19 21 23 19 -17.4%

計 197 217 176 199 167 176 199 13.1%

土 木 工 事 業 41 41 57 49 35 57 49 -14.0%

建 築 工 事 業 91 93 77 79 77 77 79 2.6%

そ の 他 の 建 設 業 18 29 29 27 15 29 27 -6.9%

計 150 163 163 155 127 163 155 -4.9%

道 路 貨 物 運 送 業 76 70 67 91 68 67 91 35.8%

その他の運輸交通業 8 10 10 13 7 10 13 30.0%

計 84 80 77 104 75 77 104 35.1%

45 30 26 31 38 26 31 19.2%

小 売 業 76 68 70 61 60 70 61 -12.9%

医 療 保 健 業 36 36 34 29 30 34 29 -14.7%

社 会 福 祉 施 設 35 35 36 52 30 36 52 44.4%(注)

飲 食 店 16 16 13 24 14 13 24 84.6%(注)

清 掃 ・ と 畜 業 48 41 44 42 41 44 42 -4.5%

通 信 業 23 27 23 17 20 23 17 -26.1%

上記以外の第三次産業 94 88 82 72 83 82 72 -12.2%

計 328 311 302 297 278 302 297 -1.7%

30 25 24 21 23 24 21 -12.5%

834 826 768 807 708 768 807 5.1%

※目標値は産業全体において平成２９年において、平成２４年と比較して１５％以上減少させること。

ただし、小売業は２０％減少、道路貨物運送業は１０％減少を目標とする。

 －２－

徳島県の年別・業種別休業4日以上労働災害統計
平成２７年確定値

合　　　　　計

第12次防(確定値) 平成27年　前年同期比較

製
 
 
造
 
 
業
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②年齢別（死亡者数）

年

年齢

1 1

2 3 1 1 1 1

3 2 1 1 2 1 2 3

2 2 1 2 1 3 2 1 1

5 6 1 1 3 5 1 2 1 1 1

1 6 1 2 3 3 3 2 1

2 1 1 1 2 2 4 2

151211 7 8 11 8 10 9 11 3

①業種別（死亡者数） ③規模別（死亡者数）

年

規模

1 1 1 3 3 2 1 2 3 17 8 5 6 4 3 7 6 7 4 8 1

7 2 5 3 2 2 2 3 4 5 35 3 2 5 1 1 2 1 2 1 1

3 1 1 1 2 8 3 1 2 4 1 1 4 1 1

1 1 2 3 2 2 11 1 2 1 1

1 4 2 2 2 1 1 13 1 1 1

2 3 2 1 3 3 1 15 1

1 1 2 2 6

151211 7 8 11 8 10 9 11 3 105 151211 7 8 11 8 10 9 11 3

④平成１７年から２７年までの事故の型別／起因物別（死亡者数）

23

5 5

4 12 7 15 5 105

平成
27年

平成
27年

徳島県の年別・業種別等死亡労働災害発生状況
　【平成１７年 ～ 平成２７年　【平成27年確定値】

平成
17年

平成
18年

平成
19年

平成
20年

平成
24年

平成
26年 計

平成
25年

平成
21年

平成
22年

平成
23年

30～39 15

40～49 15

平成
25年

平成
17年

平成
18年

27

22

65歳以上 15

計 105

18歳未満

18～19 2

20～29 9

50～59

60～65

平成
26年 計

平成
17年

平成
18年

平成
25年

平成
26年 計

平成
19年

平成
20年

平成
21年

平成
22年

平成
23年

平成
24年

平成
27年

105

1人～9人 59

10～29 19

平成
19年

平成
20年

平成
21年

平成
23年

平成
22年

平成
24年

18

50～99 5

100～299 3

300～499 1

500人以上

2 10 1 7 27

1 1

2

転 倒

飛 来 ・ 落 下

建 設
機 械
等

一 般
動 力
機 械

動 力
クレーン
等

切 れ ・ こ す れ

1

1

はさまれ・まきこまれ 2 3 3

崩 壊 ・ 倒 壊 1

激 突 さ れ

お ぼ れ

2

7

3 3

1

1

感 電

交 通 事 故

爆 発 ・ 破 裂 1

10

4

12

15

1

6

1

　　　年
　業種

製造業

建設業

道路貨物運送

林業

三
次
産
業

小売業

小売以外

墜 落 ・ 転 落 3

上記以外

計

30～49

計

乗　 物
他

動 力
機 械

31

9 3 4

そ の 他 の 型

17 23計 6

　　　　　　　起因物
　事故の型

用　 具
建築物・
構築物等

物質・
材料
荷

環 境 等 その他 計
動　力
運搬機

3

3

2 1 1

1 1

4

5 17

3

※起因物　「その他」に分類していた「車両系建設機械」「一般動力機械」以外の動力機械を「他 動力機械」として分類替えした。
　　　　　　　「その他」に分類していた「荷」について、「物質・材料　荷」と分類替えした。

（※ 各表の単位：「人」）
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①
業　種 性   別

事業場規模 年   齢

５月 小売業 男

４時台 10人～29人 ６０歳代

②
業　種 性   別

事業場規模 年   齢

６月 貨物自動車運送業 男

３時台 30人～49人 ５０歳代

③
業　種 性   別

事業場規模 年   齢

９月 貨物自動車運送業 男

８時台 10人未満 ６０歳代

 －４－

平成２７年中の徳島県内の死亡労働災害一覧
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３名／　３件

交通事故

発生月
時間

職種等 事故の型 起因物

トラック

運転者 交通事故 トラック

被災者が運転するトラックが高速道路上の分離帯に乗り上げ横転し　後続車が追突したもの。

墜落・転落

タンクローリーに液体を充填する作業中に、タンクローリーの荷台(地上からの高さ97㎝）から墜落した
と推定する。

交通事故

発生月
時間

職種等 事故の型 起因物

配達員 交通事故 バイク

午前４時ごろ、信号機のない国道と県道の三差路を県道から国道へバイクで配達のため右折したとこ
ろ、国道を直進していた乗用車と出会い頭に衝突したもの。

発生月
時間

職種等 事故の型 起因物

運転手 墜落・転落

別添４
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物
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の
接
触

有
害
物
と
の
接
触

感
電

爆
発

破
裂

火
災

交
通
事
故
（

道
路
）

交
通
事
故
（

そ
の
他
）

動
作
の
反
動
・
無
理
な
動
作

そ
の
他

分
類
不
能

合
計

全産業 148158 17 47 19 30112 77 1 0 20 0 0 0 0 0 51 1118 5 3 807

製造業 23 34 3 14 5 3 58 33 1 0 5 0 0 0 0 0 1 0 17 1 1 199

建設業 54 15 4 12 5 11 17 18 0 0 4 0 0 0 0 0 1 0 14 0 0 155

道路貨物運
送業

33 7 3 6 2 2 8 2 0 0 1 0 0 0 0 0 10 0 15 2 0 91

林業 7 7 0 5 5 5 0 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 31

第三次産業 27 85 6 10 2 8 24 20 0 0 8 0 0 0 0 0 36 1 67 1 2 297

その他 4 10 1 0 0 1 5 2 0 0 2 0 0 0 0 0 3 0 5 1 0 34

業種欄「第三次産業」の内訳

墜
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事
故
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そ
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動
作
の
反
動
・
無
理
な
動
作

そ
の
他

分
類
不
能

合
計

27 85 6 10 2 8 24 20 0 0 8 0 0 0 0 0 36 1 67 1 2 297

7 29 0 7 0 3 9 6 0 0 1 0 0 0 0 0 12 0 9 0 0 83

うち小売業 4 22 0 6 0 2 4 2 0 0 1 0 0 0 0 0 12 0 8 0 0 61

2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 0 2 0 0 6

0 1 0 1 1 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 11 0 2 0 0 17

6 29 2 1 0 1 2 2 0 0 1 0 0 0 0 0 6 0 30 1 2 83

うち社会福祉施設 3 16 2 1 0 0 0 1 0 0 1 0 0 0 0 0 6 0 19 1 2 52

2 15 0 0 0 1 2 4 0 0 6 0 0 0 0 0 0 0 6 0 0 36

うち飲食店 2 7 0 0 0 0 0 4 0 0 6 0 0 0 0 0 0 0 5 0 0 24

6 6 3 1 1 1 9 4 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 11 0 0 42

うちビルメン 1 2 0 0 1 0 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 3 0 0 9

うち産廃処理 3 0 1 0 0 0 4 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 10

0 2 0 0 0 2 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 2 0 0 9

4 3 1 0 0 0 1 3 0 0 0 0 0 0 0 0 4 0 5 0 0 21

 －５－

接客・娯楽

清掃・と畜

警備業

その他の三次産業

保健衛生業

業種別・事故の型別死傷災害発生状況（平成27年）

業種別・事故の型別死傷災害発生状況（平成27年）　

商業

金融・広告

通信

第三次産業

別添５
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別添６

徳島県の労働災害発生状況の詳細（平成２７年１月～１２月）
１ 死亡災害発生状況

①徳島県内の死亡労働者数は全産業で３人となり、前年比で８人減少し過去最少と

なった。（１ページ「徳島県における労働災害の推移」を参照）

②業種別では、道路貨物運送業２人、小売業１人（３ページ「徳島県の年別・業種

別等死亡労働災害発生状況」参照）

③事故の型では、「交通事故」２人、「墜落・転落」災害１人（４ページ「平成２

７年中の徳島県内の死亡労働災害一覧」参照）

２ 休業４日以上の労働災害発生状況

（１）徳島県内の死傷者数は、全産業で８０７人となり、前年の７６８人から３９人

増加し、前年より５．１％の増加となった。（図１参照）

図１

（２）業種別では、製造業で前年より２３人増加し１９９人（前年比１３．１％増加）、

建設業で８人減少し１５５人（前年比４．９％減少）、道路貨物運送事業で２４

人増加し９１人（前年比３５．８％増加）となった。

第三次産業全体では５人減少し２９７人（前年比１．７％減少）となったが、

社会福祉施設（平成２６年：３６人→平成２７年：５２人(前年比４４．４％増加））

及び飲食店（平成２６年：１３人→平成２７年：２４人（前年比８４．６％増加））

で大幅に増加した。

（２ページ「徳島県の年別・業種別休業４日以上労働災害統計」の(注)参照）

（３）全産業における事故の型別発生状況は、「転倒」災害が最も多く１５８人（全

体の１９．６％）となり、次いで「墜落、転落」災害が１４８人（全体の１８．３％）、「動作

の反動、無理な動作」災害が１１８人（全体の１４．６％）、「はさまれ、巻き込まれ」災害が１

１２人（全体の１３．９％）となった。以下、「切れ、こすれ」災害が７７人（全体の９．５％）、

「交通事故」が５１人（全体の６．３％）となっている。（図２参照）
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図２ 平成２７年休業４日以上死傷災害の事故の型別被災者数

（４）各産業別における事故の型の傾向は次のとおりであった。（図３参照）

①製造業では、「はさまれ、巻き込まれ」災害が最も多く５８人（製造業で発生

した死傷者数の２９．１％）、次いで「転倒」災害が３４人（同１７．１％）

と「切れ、こすれ」災害が３３人（同１６．６％）の順となった。

②建設業では、「墜落、転落」災害が最も多く５４人（建設業で発生した死傷者

数の３４．８％）、次いで「切れ・こすれ」災害が１８人（同１１．６％）、「は

さまれ、巻き込まれ」災害１７人（同１１．０％）の順となった。

③道路貨物運送業では、「墜落、転落」災害が３３人（運輸交通業で発生した死

傷者数の３６．３％）、次いで動作の反動・無理な動作」災害が１５人（同１

６．５％）、「交通事故」が１０人（同１１．０％）となった。

④林業では、「墜落・転落」災害と「転倒」災害が７人づつ（林業で発生した死

傷者数の２２．６％）、となった。

⑤第三次産業では、「転倒」災害８５人（第三次産業で発生した死傷者数の２８．

６％）、次いで「動作の反動・無理な動作」災害６７人（同２２．６％）、「交

通事故」災害３６人（同１２．１％）となった。

図３ 事故の型別労働災害発生状況
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